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農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 沖縄総合事務局

都道府県名 沖縄県 関係市町村名 竹富町
たけとみちよう

事 業 名 草地畜産基盤整備事業 地 区 名 ぱいぬしま第二
ぱ い ぬ し ま だ い に

（畜産基盤再編総合事業）

事業主体名 （財）沖縄県農業開発公社 事業完了年度 平成18年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、さとうきびと畜産を基幹に、水稲、野菜、果樹などの作物の生産が行わ

れており、今後も畜産主産地として安定的な発展が見込まれている離島地域である。
当該地区は、肉用牛の放牧経営が主体となっているが、農家の高齢化等に伴う離農

により、耕作放棄地が増大し、過疎化が著しい。そのような中、肉用牛を中心として
農業経営規模の拡大を取り組む農家が増えていることから、未利用、低利用の原野等
を地域の担い手に集積し、飼料生産基盤として開発整備し、自給飼料生産基盤に立脚
した肉用牛繁殖経営体を育成するとともに、併せて農業用施設等の整備により、経営
の安定と効率化を図り、地域の中心となる経営体の育成と離島農業の活性化に資する
ことを目的とする。

受益面積： 92 ha
受益戸数： 28 戸
主要工事：草地造成 89ha、雑用水施設整備15カ所、農道2,283m、

隔障物20,785m、避難舎12棟、乾草庫11棟、農具庫8棟、堆肥舎20棟、
農機具等導入79点、家畜市場 1カ所

総事業費：1,751 百万円
工 期：平成15年度～平成18年度

〔項 目〕

ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

１ 繁殖雌牛の飼養頭数及び子牛の生産頭数
草地畜産基盤の整備により飼料作物が安定供給されたことで、事業参加農家の繁殖雌牛の

飼養頭数が増加したとともに、子牛の生産頭数が増加している。
平成21年頃までは、増頭が図られたものの、子牛価格が低下したことにより、増頭意欲が

一時的に停滞したことで計画には達していない。

［事業参加農家の飼養頭数等］
（単位：頭)

区分 事業実施前 計 画 評価時点
（平成14年）

繁殖雌牛 980 1,455 1,184
子牛生産頭数 555 1,047 744
廃用牛 147 218 178
※評価時点については、平成24年のデータを使用している。

（出典：事業計画書、沖縄県調べ）

２ 畜産物の価格
草地畜産基盤の整備により良質な粗飼料を確保できたことで、子牛の栄養が改善され、労

働時間の低減により、飼養管理へ向けられたことで、子牛の品質が向上したことなどから、
計画を上回る価格となっている。

（様式１）
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（様式１）

［販売価格］ （単位：円/頭）
区分 事業実施前 計 画 評価時点

（平成14年）
子牛価格 298,401 304,000 371,085

※事業実施前の販売価格は、平成12～14年価格平均（BSE発生による価格異常値補正のため）
※評価時点については、平成24年の価格を使用している。

（出典：黒島家畜家畜市場等販売実績、沖縄県調べ）

３ 営農経費の節減
① 労働時間

草地畜産基盤の整備に併せて農業用機械を導入したことにより、飼料作物生産に係る作
業が改善され作業の効率化及び生産性の向上が図られた。

また、家畜飼養施設及び家畜排せつ物処理施設等の整備により、飼養管理作業の効率化
につながり、労働時間の低減が図られた。

［繁殖雌牛１頭当たりの年間労働時間］
（単位：hr/頭)

区分 事業実施前 計 画 評価時点
（平成14年）

労働時間 77 70 68
※評価時点については、平成24年のデータを使用している。

（出典：事業計画書、沖縄県調べ）

イ 事業効果の発現状況
１ 事業の目的に関する事項
① 草地生産性の向上

草地造成により、事業参加農家の牧草作付面積は増加している。
草地畜産基盤を整備したことで、事業実施前に比べ牧草収量が増加した。
一方、飼養頭数規模の拡大により、たい肥の生産量も増加している。

（単位：ha,ｔ)
区分 事業実施前 評価時点

（平成14年）
牧草作付面積 211 308
牧草収量 19,564 25,814
たい肥生産量 4,226 5,256

※評価時点については、平成24年のデータを使用している。
（出典：事業計画書、沖縄県調べ）

② 農業生産額の増加
草地畜産基盤の整備により草地面積が拡大したことで、繁殖雌牛の飼養頭数は増頭し、

事業参加農家の１戸当たりの農業生産額が増加している。

［参加農家１戸当たりの農業生産額］
（単位：千円）

区分 事業実施前 評価時点
（平成14年）

農業生産額 5,479 11,033
※評価時点については、平成24年のデータを使用している。

（出典：事業計画書、沖縄県調べ）

③ 経営規模の改善
本事業の実施により、草地畜産基盤の整備が進んだことで、１戸当たりの肉用牛の飼

養頭数は増加しており、うち繁殖雌牛の飼養頭数も増加している。
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［参加農家１戸当たりの肉用牛飼養頭数］
（単位：頭）

区分 事業実施前 評価時点
（平成14年）

飼養頭数数 58 73
うち繁殖雌牛 36 42

※評価時点については、平成24年のデータを使用している。
（出典：事業計画書、沖縄県調べ）

２ 土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
①農地の大区画化・汎用化等による農業の体質強化

本事業の実施により草地畜産基盤の整備が進んだことから、１戸当たりの草地面積は拡大
している。

また、認定農業者は、事業実施前の11名から20名に増加しており、肉用牛生産の地域の中
核となる新たな経営体が育成されている。

［参加農家１戸当たりの草地面積］
（単位：ha）

区分 事業実施前 評価時点
（平成14年）

草地面積 8 11
（出典：事業計画書、沖縄県調べ）

※評価時点については、平成24年のデータを使用している。

[参加農家の認定農家]
（単位：戸）

区 分 事業実施前 評価時点
（平成14年） (平成24年）

認定農業者 11 20
（出典：沖縄県調べ）

※評価時点については、平成24年のデータを使用している。

４ 費用対効果分析の結果

妥当投資額（B）1,903百万円
総事業費（C） 1,751百万円
投資効率（B/C) 1.09

（注）投資効率方式により算定。

ウ 事業により整備された施設の管理状況
草地畜産基盤については、事業参加者により維持管理が適切に行われている。
また、家畜飼養施設及び農機具等についても、事業参加者により適切な管理が行われてお

り、今後も引き続き適切に維持管理を行うこととしている。

エ 事業実施による環境の変化
１ 生活環境

本事業により農道が整備されたことで、営農作業等の効率化が図られており、周辺環境
の見通しが良くなり、事業参加農家の通行の安全確保に寄与している。

２ 自然環境
造成された草地は、家畜排せつ物の還元農地として有効活用されている。また、当該地区

は観光施設等も数多くあり、県内外からの観光客等も多く訪れ、事業実施前には原野等であ
ったが、事業実施により牧草地へと転換されたことにより観光資源としての景観が図られ
た。
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オ 社会経済情勢の変化
１ 社会情勢の変化

竹富町の総人口は、平成12年には3.551人であったが、平成22年には3,859人となり、308
人の増加（8.7%）となっている。総世帯数は平成12年の1,694戸から平成22年には2,000戸と
306戸（8.1%）増加している。

竹富町の産業別就業者数は、平成12年時点の2,036人（第1次産業：584人）から平成22年
には2,268人（第1次産業：407人）となり232人（11.4%）の増加となっている。

なお、平成22年の第1次産業の割合は、沖縄県全体の5.4%に比べて19.1%と高い割合となっ
ており、本地域においては第１次産業が基幹産業となっている。

[人口、世帯数]

区分 平成12年 平成17年 平成22年 増減率
総人口 3,551人 4,192人 3,859人 108.7%
総世帯数 1,694戸 2,137戸 2,000戸 118.1%

（出典：総務省統計局「国勢調査報告 ）」

[産業別就業人口]
区分 平成12年 平成22年 参考（平成22年）

割合 割合 県 計 割合
第１次産業 584人 28.7％ 407人 19.1％ 28713人 5.4%
第２次産業 212人 10.4％ 150人 7.0％ 81142人 15.4%
第３次産業 1240人 60.9％ 1574人 73.9％ 418321人 79.2%

（出典：総務省統計局「国勢調査報告 ）」

２ 地域農業の動向
竹富町の経営耕地面積は、平成12年時点で1,816haであったが、平成22年では1,594haとな

り222haの減少（△12.2%）となっている。
総農家戸数は、平成12年時点で449戸であったが、平成22年では331戸となり118戸減少

（△26.3%）している。
竹富町の農業就業人口は、平成12年時点で660人であったが、平成22年では418人となり

242人（△36.7%）と大幅な減少となっている。うち65歳以上の就業者数は、平成12年時点の
179人から平成22年には123人と56人（△31.3%）減少している。

認定農業者数は、平成12年時点で38人であったが、平成22年では69人となり31人（181.6
%）増加している。

区分 平成12年 平成22年 増減率
耕地面積 1816ha 1594ha △12.2％
農家戸数 449戸 331戸 △26.3％
農業就業人口 660人 418人 △36.7％

179人 123人 △31.3％（うち65歳以上）

認定農業者数 38人 69人 181.6％
（出典：農林業センサス、認定農業者数は沖縄県調べ）

カ 今後の課題等
１ 自給飼料生産の推進

近年、配合飼料価格が高騰していることから、飼料自給率の向上を高めることが重要であ
る。そのためには、草地の整備改良等とあわせて牧草の適期刈り取りによる栄養価、品質の
向上などを図るなど、自給飼料の増産を推進する必要がある。また、飼料生産や草地管理等
の組織化、外部委託等による省力化を進める必要がある。

２ 子牛の増頭及び品質向上
当該地域においては、事業実施により優良子牛の生産が行われており、今後、繁殖雌牛の

適正な飼養管理と子牛の増頭を図るため、計画的に繁殖雌牛の更新を実施し、品質の向上を
図ることで農家の安定的な収入の増加につなげる必要がある。
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事 後 評 価 結 果 草地整備事業や農機具の導入等により、自給飼料生産や子牛生産
頭数が増加したことで、経営の安定化が図られたことから事業の効
果が発現されている。今後は、生産性の向上及び作業の効率化等を
図るため、草地生産管理等を飼料生産組織へ集約化、外部委託等に
よる作業の省力化によって、地域に応じた低コストで高品質な粗飼
料を確保することが重要となっている。

第 三 者 の 意 見 （地区に関する意見）
・ 草地や施設の整備により、良質な飼料が安定的に確保され、飼養
管理作業の効率化も図られたため、子牛の生産頭数が増加し、品質
が向上した。

・ また、造成された草地は地域の景観を形成し、観光資源としての
役割も果たしている。

・ 今後は、地域の発展のため、整備された草地の計画的な更新を行
うなど、単収の維持向上に努めるとともに経営体の組織化や更なる
生産コストの節減と子牛の品質向上に努める取組が望まれる。
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